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第1章  大阪港はどんな港

どこにある？

大きさは？

どんな貨物を扱っているのか？

どこの国と取引をしているのか？
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日本の港湾

港湾法の規定
・港湾管理者

 

港務局、地方公共団体
・港湾区域

 

水域の規制
・臨港地区

 

陸域の規制
・港湾施設

 

航路、防波堤、堤防、

 
岸壁

など

大阪港の港湾施設
・臨港地区

 

1,892ha
・港湾地区

 

4,774ha
・岸

 

壁

 

外航

 

70（内コンテナ

 
１3）

内航

 

111（内フェリー

 
8）
・荷捌き地

 

940,174㎡
・上

 

屋

 

87棟

出典：PORT OF OSAKA 93/94

 

国交省HP
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港湾貨物量ランキング

大阪港
輸入貨物、フェリーが多い

 
神戸港よりも取扱量は多い

名古屋港
愛知県は工業製品出荷額

 
日本一

堺泉北
原油、LNGなどの輸入が多い

大阪港は第7位の貨物量

出典：国交省HP

単位：千トン
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主要港の貿易品種200４年

輸出：鋼材18、産業機械17、自動車7、染料等7
取り合わせ品7

輸入：衣服等17、電気機械9、家具装備品6
砂利砂5、染料等4

輸出：自動車29、鋼材26、化学薬品22
輸入：原油37、LNG24、石油製品13

輸出：取り合せ品19、その他化学11、
その他機械10、電気機械９

輸入：取り合わせ品18、水産品6、野菜果物6、
製材6、その他畜産品５

輸出：自動車35、.自動車部品13、
産業機械12、染料等6、取り合せ品３

輸入：原油27、ＬＮＧ２，製造食品4、
衣服等4、動植物製飼料３

輸出：自動車53、自動車部品16、産業機械5
鋼材4、ゴム製品３

輸入：LNG22，鉄鉱石16、原油12、石炭9、
衣類等3

輸出：産業機械21、電気機械10
染料等8、自動車部品8
化学薬品8

輸入：石炭9、衣服等9、野菜果物7
製造食品5、豆類５

輸出：自動車55、化学薬品20、
金属くず9、鋼材8、化学肥料4
輸入：原油54、LNG30、

石油製品6、LNG5、
鋼材4

出典：数字でみる港湾２００５
各港ホームページ

輸出入に占める各品目の比率(トンでの比率) 単位：％主要港貿易額・貨物量 2004年

貿易額十億円 貨物量百万トン

千 葉

輸 出 ９６０ ７．５

輸 入 ２，５５６ ９３．６

東 京

輸 出 ４，３９６ １７．２

輸 入 ５，５４４ ２６．１

横 浜

輸 出 ６，８８６ ３２．０

輸 入 ２，９８０ ４５．９

名古屋

輸 出 ８，１９３ ４０．８

輸 入 ３，０３８ ７３．２

大 阪

輸 出 ２，０３４ ９．５

輸 入 ３，０４８ ２３．０

堺泉北

輸 出 ２４８ ２．６

輸 入 ８０７ ２３．５

神 戸

輸 出 ４，８７２ １６．９

輸 入 ２，２３４ ２１．２
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５大港・貨物量推移

出典：名古屋港HP
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大阪港航空写真

外 貿 内 貿 合 計

3,462 5,853 9,315

2005年貨物取扱量
単位：万トン

外 航 内 航 合 計

70 111 181

係留施設
単位：バース

舞洲 夢洲 咲島 新島

224 391 1,048 204

埋立地面積 単位：ha

単位：ha臨港地区・港湾地区

臨港地区 港湾地区

1,892 4,774

出典：PORT OF OSAKA 05-06
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大阪港概略図
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入港船舶数・取扱貨物量04年

出典：PORT OF OSAKA 05-06

入港船舶数
千隻
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30.0

35.0
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取扱貨物量

内航船

外航船

コンテナ船

合 計

0

10

20
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40

50

60

70

80

90

100

1999 2000 2001 2002 2003 2004

合 計

内貿貨物

外貿貨物

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

合 計 ８５．４ ９２．９ ８９．８ ８６．５ ８９．７ ９３．１

内 貿 ５６．３ ５９．６ ５６．２ ５５．０ ５７．１ ５８．５

外 貿 ２９．１ ３３．４ ３３．６ ３１．５ ３２．５ ３４．６

単位：百万トン

百万トン

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

内 航 船 ３５．５ ３３．９ ３３．５ ２９．３ ２７．２ ２７．２

外 航 船 ６．５ ７．０ ７．２ ６．８ ７．０ ６．９

コンテナ船 ３．９ ４．０ ４．３ ４．０ ４．２ ４．２

単位：千隻
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大阪港の取扱貨物量推移

外貿コンテナ貨物
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輸入

輸出

移入

移出

出典：PORT OF OSAKA 05-06



10

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

内 貿 ５６．３ ５９．６ ５６．２ ５５．０ ５７．１ ５８．５

外 貿 ２９．１ ３３．４ ３３．６ ３１．５ ３２．５ ３４．６

合 計 ８５．４ ９２．９ ８９．８ ８６．５ ８９．７ ９３．１

大阪港の統計

（単位：百万トン）

外国貿易額
（単位：兆円）

取扱貨物量

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

輸 出 ６．０ ６．６ ６．１ ６．２ ６．５ ７．２

輸 入 １３．１ １５．６ １６．６ １６．５ １８．２ １９．５

計 １９．１ ２２．２ ２２．６ ２２．７ ２４．６ ２６．６

コンテナ貨物 （単位：百万トン）

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

移 出 ２２．４ ２５．３ ２３．９ ２３．５ ２３．８ ２４．６

移 入 ３３．９ ３４．３ ３２．３ ３１．５ ３３．４ ３４．０

計 ５６．３ ５９．６ ５６．２ ５５．０ ５７．１ ５８．５

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

輸 出 １．６ １．６ １．６ １．６ １．８ ２．０

輸 入 ２．１ ２．４ ２．７ ２．６ ２．８ ３．０

計 ３．７ ４．０ ４．３ ４．３ ４．５ ５．１

内貿貨物量 （単位：百万トン）

１９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４

輸 出 ８．３ ８．９ ８．９ ９．５ ９．５ １０．４

輸 入 ２０．７ ２４．５ ２４．６ ２２．０ ２３．０ ２４．２

計 ２９．１ ３３．４ ３３．６ ３１．５ ３２．５ ３４．６

外貿貨物量 （単位：百万トン）

出典：PORT OF OSAKA 05-06



11

大阪港・コンテナ貨物量推移

コンテナ合計
22

出典：各年大阪港一班
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中国貨物(実入コンテナ)の伸び
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中国との輸出入合計

単位：万ＴＥＵ実入り
130
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112111
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95
86

9391

107

65

中国のコンテナが占める
比率

 

04年53％

中国コンテナ比率
94年17％

69
62

534743

3328282726

11

55

14

中国輸入貨物の伸びが大阪港のコンテナ貨物取扱量を押し上げている

出典：大阪港埠頭公社調
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大阪港（外貿品種別貨物量200４年）

輸出1,038万トン 輸入2,423万トン

品種別

国 別

金属機械工業品５８６

化学工業品１５８

軽工業品８４

雑工業品７１

その他１３４

雑工業品７２６

金属機械５８９

鉱産品２５１

軽工業品２５４

農水産品１９８

化学工業品２０３

林産品８６
その他１１７

中国195

香港１４７

台湾１２６

韓国１２４

米国140

シンガポール４５

タイ４４

マレーシア２３

ロシア２０

オーストラリア２８
欧州３１

中国１，１３１

香港２４４

韓国１５６

台湾１４８

その他のアジア６８

タイ１２０

シンガポール４４
フィリピン４４

その他のアジア９３

米国１０６
カナダ８７

オーストラリア１４７ 欧州５９

出典：PORT OF OSAKA 05-06
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日本主要港のコンテナ取扱量
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主要資源の海外依存度
エネルギーや主要な工業原材料のほとんどを海外に依存している
衣食住に欠くことのできない多くの資源を輸入に頼っている

出典:日本海運の現況2005年版
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日本の貿易に占める海上貿易
金額ベースで68％、トン数ベースで99.7％を占めている

出典:日本海運の現況2005年版
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外航船社の営業内容０５年３月期

売上高 経 常

利 益

定 期 船 45 5

不定期船 46 10

タ ン カ ー 11

客 船 3 －1

そ の 他 56 1

計 161 15

NYK MOL Kline 

売 上 高 161 117 83

営 業 利 益 16 17 11

経 常 利 益 15 18 11

純 利 益 7 10 6

売上高 経 常

利 益

コ ン テ ナ 船 40 6

不 定 期 船 60 12

フェリー・内航 5 0

そ の 他 12 0

計 117 18

売上高 経 常

利 益

コ ン テ ナ 船 35 10

不 定 期 船 26

エネルギー

資源輸送船

5

その他海運業 0

そ の 他 17 1

計 83 11

単位：百億円

NYK MOL K Line

出典:各社ＨＰ

NYK:日本郵船
MOL:商船三井
Kline:川崎汽船
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日本の商船隊の輸送量推移

日本の船会社の取扱貨物：日本の輸出入78%、３国間輸送は22%

出典:日本海運の現況2005年版
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日本商船隊の積取比率

日本の輸出貨物の６９％、輸入貨物の３３％は外国船が輸送している

出典:日本海運の現況2005年版
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第２章  世界の海上輸送

どんなものがどのくらい運ばれているか？
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18.0

4.7
5.9

6.5
2.5
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出典:海事レポートH17版
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世界の原油のトレード(03年)

中東

欧州

アフリカ
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アジア
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5.3
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億トン 世界の原油・石油製品の荷動量推移
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鉄鉱石生産と鉄鋼生産高

粗鋼生産高

中国
2.3

ブラジル
2.4

オーストラリア
1.9

ロシア
0.8

ウクライナ
0.6

鉄鉱石生産高 単位:億トン

日本
1.1

米国
0.9

韓国
0.5

中国
2.2

ドイツ
0.4

ロシア
0.6

出典:海運統計要覧2005
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世界の鉄鉱石トレード(03年)

中南米

アジア
欧州

大洋州

1.6

1.0
0.5
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世界の石炭トレード（03年）

大洋州

北米
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出典：海事レポートH17年版



26

世界の穀物トレード(03年)

アジア

南米

欧州
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0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

億トン
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出典：海事レポートH17年版
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世界のコンテナ荷動き（03年）

欧州

アジア

北米

320

200

1000

400

370

700

出典：海事レポートH17年版

南米

大洋州

175

85

195

域内1100

単位：万TEU

全世界のコンテナ荷動量：7,470

域内670
域内340

域内750

域内400
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第３章
 

コンテナ輸送

荷役作業とは？

なぜコンテナで運ぶのか？
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港湾荷役の範囲
港湾運送事業法の規定による港湾荷役
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荷役作業①
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荷役作業②
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コンテナターミナル

夢洲コンテナターミナル



33

コンテナターミナルの作業

出典：港湾運送の現状と課題
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港運業・港湾労働者

出典：数字で見る港湾2005

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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港湾労働者数

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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荷役作業の系列

①船会社

②元請け

③専業（船内荷役、沿岸荷役）

大阪港
港湾運送事業者数

 
170(支店を含む)

常用労働者数
 

5,654人

出典：数字で見る港湾2005
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コンテナ化の利点

１．会社のメリット
①荷役時間の短縮
②船腹稼動率の向上

２．荷主のメリット
①梱包費の節約
②内陸輸送費の節約
③輸送時間の短縮
④貨物の損傷の減少
⑤戸口から戸口ヘの一貫輸送
⑥輸送スケジュールの確実性による輸送計画立案の容易性

＊コンテナ輸送においては，貨物がコンテナにユニット・ロード化（unit load）される
ことから，一般雑貨荷役と異なり，荷役の機械化が容易となり，迅速かつ大量荷役が
可能となって船舶の大型化と専用化とが促進された。

コンテナ船と在来船1時間あたりの作業量

コンテナ船 在来船

1ギャング構成 10～12人 15～20人

荷役量（トン／時間） 500 30

作業員1人当たり作業量 約50トン 約2トン

コンテナ化は荷役の効率化

出典：「港湾工学概論」長尾義三編
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コンテナ化①
 

Sea－Land社の誕生

第2次大戦後、世界の海上荷動きは次第に増加し、特に60年代に入ると荷動きは著
しく増加したので、世界各地の港湾機能は飽和状態となった。これに伴い荷役費用も
上昇し、定期船の経営を著しく圧迫するようになった。
このため各定期船会社はパレット輸送の実施、雑貨のコンテナ積等、輸送単位の規

格化(unit load system)を行って、荷役能率の向上、荷役費の節減に努めたが、従来の
港湾荷役方法を根本的に変革したのがフルコンテナ船の登場による輸送革命である。
コンテナ輸送はまずアメリカの陸上輸送の分野で発達した。海上コンテナ輸送生み

の親は、マックリーン(Malcom P.McLean)である。マックリーンは、1933年弱冠21歳
で個人トラック業者として身を起こし、1955年には従業員2,000名以上の路線トラッ
ク会社として一流企業に成長を遂げた。彼は長年にわたるトラック事業の経験から、
商品の配送費用は中継地における積替作業を合理化し荷送り人の戸口から荷受人の戸
口まで、徹底した流れ作業による運送によってのみ節減できると考えた。
マックリーンは1955年に米国の１船社とその子会社を買収し、米国内陸部でのトレ

ーラー輸送の経験を生かして、1956年米国沿岸海上コンテナ輸送を開始した。同社は
1960年4月、海陸コンテナ輸送の性格を明確に表現するため、社名をSea-Land Service
Inc.と改称し、今日のシーランド社が

 

誕生したのである。
1966年、シーランドはアメリカ大西洋岸/ヨーロッパ間の来た大西洋航路に、35フィ

ートのコンテナ226個積の改装フルコンテナ船4席を投入し、ここに本格的な国際海上
コンテナ輸送が始まった。

出典：「外航海運概論」森隆行46頁
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コンテナ化②
 

昭和の黒船
 

その１

出典：「大阪港物語」羽原一三

昭和42年になって、マトソン社、アメリカン・プレジデント・ライン２社が、神戸港でコンテナ荷

 
役を実施したのである。もうこの時の海運・港湾関係者たちは、昭和の黒船来たるとばかり、神戸

 
港の麻耶埠頭に押しかけたのであった。

神戸港にこうしたコンテナ荷役に対応できる施設があったわけでなく、在来の岸壁でその荷役は

 
行われたのであったが、実際海上コンテナを本船のクレーンで吊り上げるのを、日本人は初めてそ

 
の目で見たのであった。

いままでの貨物船に積み荷をする場合、20数人の船内労働者が1時間働いて25トンくらいの積み

 
荷ができる。それがコンテナ船の場合は数人の労働者で、わずか４、5分間で積めるのである。

これまでの貨物船が、1つの港で1万トンの雑貨を積み荷する場合、百数十人の船内労働者が昼間

 
のみ作業を行ったとして約10日間もかかったものが、コンテナ船の場合、船内、陸上合わせてわず

 
か30人くらいの労働者で、たった8時間で終わってしまうのである。

また、これまでの定期船は、海を航海している時間と港に停泊して荷役を行っている時間の比率

 
は、港で荷役している時間の方が遥かに多かったのである。貨物船の大体1ヵ年の稼働日数を350日

 
として、航行している日数は150日、停泊して荷役している日数は200日、これが寄港地の多い航路

 
では、この比率がさらに。開くのである。

また、コンテナ船の荷役は雨中でも差し支えなく行える点も大きな利点であった。在来の船では

 
雨天に荷役を中止して、無為に停泊せざるを得ず、その間は1日について船型、船齢にもよるが百

 
数十万円から数百万円の船会社の損出があったのである。また、在来の海上輸送に多く見られた貨

 
物の損傷も十分防止できるという利点もある
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しかしながら、コンテナ船は特殊なセル構造の建造費の高い船である。ということはこれまでの海上運賃では

 
採算がとりにくい。では、航海度数を上げてコストを薄める必要がある。
そのためには荷役時間を極力短縮するとともに、航海速力を上げる必要がある。速力を上げるためには馬力

 
を増やさねばならず、そうすれば、また船価が高くなるといった二律背反が起こってくる。船会社にとって、さらに

 
頭の痛いことは、コンテナの個数を、コンテナ船の運航に支障のないよう準備する必要がある。
例えば、20呎のコンテナを700個積める船を運航するためには、少なくとも700個の4倍、3000のコンテナを用

 
意する必要がある。当時、20呎のコンテナを1個作る費用が約70万円であった。これに社名やマークを入れるの

 
に数十万円かかる。しかも、週1回のサービスを行うとすれば、北米西岸航路で４隻の船を必要とする。
これは、もう想像を絶する投資である。わが国の借金経営を続けている船会社にとって、とても太刀打ちできる

 
ことではない。
さらに、コンテナ船を接岸して荷役を行うには巨大なガントリークレーンが少なくとも２基必要である。そしてコン

 
テナを荷役に備えて配列したり、空のコンテナを収容する広大なヤードを岸壁に付属して確保する必要がある。

 
こうした条件を充足する接岸岸壁は既存のものではまかなえないので、新しく用意することが必須の条件となる。
さらに、数多くのコンテナ、高価なコンテナの行き先を絶えず追跡して、行方不明にならないよう、その動きを確

 
認し続けるシステムが必要となる。そのためにコンピューターを導入してインベントリー・システムを作らなければ

 
ならない。
とにかく費用のかさむことばかりで、週１回のサービスを、日本の船社１社が行うには約200億円余りの投資が

 必要となり、とてもそれだけの体力を持っている会社はない。

コンテナ化③
 

昭和の黒船その２

出典：「大阪港物語」羽原一三



41

日本の港湾のコンテナ化率

外貿定期船貨物に占めるコンテナ貨物量

全外貿貨物量に占めるコンテナ貨物量

全外貿貨物に占める
コンテナ貨物は約20％

外貿定期貨物に占める

 コンテナ貨物は約95%

出典：国土交通省ホームページ
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世界コンテナ取扱ランキング

単位：ＴＥＵ

順位 港湾 2004年 2003年 増加率％

1 香港 21,932 20,449 7.3
2 シンガポール 20,600 18,100 13.8
3 上海 14,557 11,283 29.0
4 深せん 13,650 10,615 28.6
5 釜山 11,430 10,408 9.8
6 高雄 9,710 8,840 9.8
7 ロッテルダム 8,300 7,107 16.8
8 ロスアンゼルス 7,321 7,179 2.0
9 ハンブルグ 7,003 6,138 14.1

10 ドバイ 6,429 5,152 24.8
11 アントワープ 6,064 5,445 11.4
12 ロングビーチ 5,780 4,658 24.1
13 ポートケラン 5,244 4,840 8.3
14 青島 5,140 4,239 21.2
15 ＮＹ／ＮＪ 4,400 4,068 8.2
16 タンジュンペラパス 4,020 3,487 15.3
17 寧波 4,006 2,772 44.5
18 天津 3,814 3,015 26.5
19 レムチャバン 3,624 3,181 13.9
20 東京 3,580 3,314 8.0

上海、深センは約30％の伸び

天然の良港寧波は約45％増

日本の１位東京が第20位

香港、シンガポールはトランジット貨物
上海、深圳はローカルカーゴ、中国諸港の伸びは大きい

出典：大阪港埠頭公社資料



43

各港コンテナ取扱量（０４年）

出典：国交省HP

大阪港は第５位
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第４章  コンテナターミナルの整備

誰がCTを整備してきたか？

公団・公社
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コンテナ埠頭の整備方式の変遷
１．阪神外貿埠頭公団による整備

６７～８２年
 

→大阪港埠頭公社へ承継

２．公共埠頭

７８年～港湾管理者による整備

３．新方式

９８年～岸壁等基本インフラを公共（直轄）で整備

４．スーパー中枢港湾

岸壁及び背後埠頭用地に国費を投入

メガオペレーターによる効率的運営
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外貿埠頭公団による整備
海運状況
①外貿貨物量の急増、コンテナ化の進展
②外貿埠頭の緊急整備と埠頭使用の効率化
③港湾管理者の財政状況の逼迫

阪神外貿埠頭公団（大阪港、神戸港）による整備（１９６７~８７年）

①長期借入金によるコンテナターミナルの整備

国無利子：管理者無利子：転貸債：利用者

１：１：４：４

 
→２：２：３：３

 
→３：３：２：２

②特定船社への専用貸付

１０年間の賃貸契約

③８２年

 
大阪港埠頭公社に承継

＊京浜外貿埠頭公団

 
東京港

 
横浜港
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公共コンテナ埠頭

海運状況
①コンテナリゼーションの高い伸び
②専用利用できない中小船社のためのコンテナターミナルの整備

公共（港湾管理者：大阪市）による公共コンテナ埠頭の整備
①岸壁は補助事業（５割）
②機能施設（ガントリークレーン、ヤード等）は起債事業
③船が入港するたびに使用許可
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新方式埠頭

海運状況

①コンテナ船の大型化→大水深・高規格バース整備の必要性

②建設費高騰による公社ターミナル賃料の高額化

新方式の導入（１９９８年～）
①岸壁等基本インフラを公共（国直轄工事）で整備
②ガントリークレーン、ヤード等は埠頭公社が整備

ターミナル使用料低減による競争力強化、公社経営安定化
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第５章
 

スーパー中枢港湾

CTで何が問題になっているか？

その問題はなぜ起こったのか？
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スーパー中枢港湾の指定

海運状況
①予想を超えるコンテナ船の大型化
②アジア主要港における大水深ターミナルの整備
③日本の各港の相対的地位の低下

スーパー中枢港湾の指定（２００４年～
 

）
①高規格コンテナターミナルを整備し、岸壁・背後埠頭用地

に国費を重点投入
②港湾コストの削減・リードタイムの短縮により国際競争力

を向上
③民間メガオペレーターによる一体的運用
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フルコンテナ船の大型化

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ
本格化 大型化・高速化 省エネ化 巨大化 ポストパナマックス型 大型化 大型化

60年代後半 70年代 70年代末～80年代初 80年代後半 90年代前半 90年代後半 1997年～2002年
通　　　称 Feeder Handy Sub P`max Panamax Post P`max Over P`max

積　　　載　（TEU） 700～1,500 1,800～2,300 2,000～2,500 2,500～4,400 4,300～5,400 6,000～6,670 7,000～8,700
船　　　長　（ｍ） 200.0 280.0 258.5 294.0 275.2 318.2 347.0
船　　　幅　（ｍ） 26.0 32.2 32.2 32.3 39.4 42.8 42.8
吃　　　水　（ｍ） 10.5 11.5 11.5 13.5 12.5 14.0 14.5
横列数 　(甲板上） 9 12 13 13 16 17 17
主機馬力　（PS) 27,800 69,600 34,840 49,640 59,960 74,640 74,555
航海速力　（Kn) 23 26 20 25 24 25 26

Super Post P`max

船型の大型化に伴いターミナルの施設も大型化せねばならない
航路、岸壁(延長、水深）、クレーン、ヤード

出典：「外航海運概論」森隆行
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日本港湾の相対的地位低下

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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日本港湾の相対的地位の低下

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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トランシップ貨物量
アジア諸港のトランシップ貨物量は多い

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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輸送コスト比較
外航フィーダーが最も安い→釜山へ貨物は流れる

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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海上コンテナの荷動き変化
太平洋航路、欧州航路の伸びが大きい

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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北米航路貨物量推移（東航）
中国の貨物量の伸びが大きい

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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北米航路（アジア・北米コンテナ）

北米航路年間荷動き推移

東航

 

輸出国別荷動き推移

西航

 

輸入国別荷動き推移

出典：MOLホームページ

日本

中国

日本

中国
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欧州航路（アジア・欧州）

年間荷動き推移（コンテナ）

西航

 

輸出国別荷動き推移

東航

 

輸入国別荷動き推移

出典：MOLホームページ

中国

日本

日本

中国
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世界物流における中国インパクト

出典：K Lineホームページ

世界の商品生産・需要拡大に占

 
める中国要因
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基幹航路の減少

日本に寄港する基幹航路の便数は減少している

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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大型コンテナ船寄港回数

＊5000TEU以上のコンテナ船

日本港湾の相対的地位が低下している

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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日本港湾のフィーダーポート化
基幹航路が日本に寄港しなくなる

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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港湾料金の国際比較

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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港湾料金釜山港との比較

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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作業効率の比較
日本の作業効率は高い

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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メガオペレーターの設立

メガオペレーター

 
各港で設立（２００４年）

大

 
阪

 
夢洲コンテナターミナル㈱（DICT)

港運14社
 

1.4億円

横

 
浜

 
横浜港メガターミナル㈱(YMP) 

港運18社・団体

 
1億円

名古屋

 
飛島コンテナ埠頭㈱（ＴＣＢ）

港運6社･邦船3社・荷主系物流1社
 

1.5億円

神

 
戸

 
神戸メガコンテナターミナル㈱

 
港運5社

荷役作業の効率化を目指して荷役の共同化を行う
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荷役共同化の事例

出典:港湾運送の現状と課題H17年版
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日本の港湾を考える視点

１．港運業界の共同化（荷役作業の効率化）で国際競争力を
もつことができるか？
港湾の国際競争力

 
港費・荷役料金、通関、手続き

地理的位置と貨物量
 

シンガポール、香港
ローカルカーゴとフィーダーカーゴ

 
上海、深圳

２．中国からの輸入貨物の増大
輸出入のインバランス

 
空コン、非効率

輸出貨物、産業育成（ものづくり）
大阪経済の活性化とものづくり
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